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1章 はじめに 

1-1. 研究の背景 

郊外大型店舗の台頭による商店街の衰退が叫ばれるよう

になって久しい。中心市街地活性化や商店街活性化などの

対策が各地で取り組まれてきたが、Society5.0と呼ばれる最

近の情報通信技術の活用は日常生活にとどまらず商店街に

も影響を与えている1)2)。1990年代のインターネットの普及

と Eコマースによる影響に加えて、2007年に初めて販売さ

れたスマートフォンは、現在に至るまで社会変化(１)を起こ

している。スマートフォンの普及によって「モノ」や「コト」

の取引(２)もオンライン上で行われるようになっており、電

子商取引市場は現在も発展途上である。今後さらにオンラ

イン上での取引が一般化することで地方都市商店街も影響

を受け、商店街のあり方も変化していくと予想されている 3)。

商店街が社会変化に対応していくためにもスマートフォン

が普及したこの10年の変化を明らかにしていくことが求め

られる。 

本研究の対象地である盛岡市櫻山商店街は戦後のヤミ市

を発祥とし、現在も昔ながらの雰囲気を保つ商店街である。

2004 年以降、若者の新規出店が増え、現在も空き店舗の少

ない商店街である。 

1-2. 研究の目的 

本研究は、盛岡市櫻山商店街を対象として、スマートフォ

ンの普及前後となる10年の商店街の形態変化と店舗経営者

のオンライン上の広報活動の取り組みを明らかにすること

を目的とする。具体的には、2009年と2020年に行った櫻山

商店街の店舗経営者へのアンケート調査結果から、経営者

の出店理由、業種、客層の変化を明らかにする。また、現在

の各店舗のホームページ(以下、HP)やブログ、SNSなどを使

った広報活動(以下、オンライン上の広報活動とする)の取

り組みから、この10年間で普及した情報通信技術への対応

状況を明らかにする。 

1-3. 研究の位置づけ 

商店街に関する研究(3)は数多く報告されている。商店

街の変化を扱った研究では、店舗経営者の変容を取りあ

げた研究として、片岡ら 7)が長浜市中心商店街を対象に、

業種の変容が経営者の年齢や跡継ぎの有無と大きく関係

していることを明らかにしている。杉井ら 8)は、商店街が

新規出店の受け皿として機能していくためには､受給バ

ランスに見合った地価、賃料設定や商店街活動への抵抗

感を払拭する必要性を論じている。経営形態の変容を取

りあげた研究として、白田ら 9)は麻布十番商店街を対象に

積極的な経営改革が行われていることを明らかにしてい

る。また､商店街空間の変容を取りあげた研究として橋口

ら 10)は、福岡市天神地区を対象に近現代商業空間の形成

過程を明らかにしている。 

このように､商店街の変容について経営の継続や業種、

形成過程等、様々な視点から研究され､商店街の将来像が

考察されている。一方で、大都市圏から離れた地方都市の

商店街を対象として店舗経営者の意識を把握し、10年の

時間経過による形態変化を比較した研究はあまり報告さ

れていない。 

本研究は、岩手県盛岡市櫻山商店街を事例として、2009

年と2020年の店舗経営者の意識、業種、客層の変化を比

較し、情報通信技術の発達した10年間の形態変化を明ら

かにする研究に位置づけられる。 

1-4 調査方法 

2009年に実施した調査は、2009年11月9日から11月29

日にかけて90店舗にアンケート調査紙を直接配布、直接回

収し、88 店舗(97.8％)から回答を得た。主な調査項目は個
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人属性、出店理由、客層である。 

2020年の調査は、11月16日から12月6日にかけてアン

ケート調査票を計75店舗に直接配布、直接回収し、65店舗

(86.7%)から回答を得た。調査項目は個人属性、店舗概要、

出店理由、客層、広報活動の種類、頻度、集客効果である。 

1-5 語句定義 

 本研究で用いる「形態変化」とは店舗経営者の年齢、業種、

客層の変化のみを指し、経営者の入れ替わりによる店舗の

内外装の変化については対象外とする。また、「新規経営者」

とは 2009 年、2020 年それぞれの調査時点で表-1 のように

定義する。さらに20歳から39歳までを「若い経営者」、40

歳以上を「中高年経営者」とする。加えて、「オンライン上

の広報活動」は、HP、ブログ、各種SNS、情報サイト、徒歩

マップを指す。 

 

2章 研究対象地の概要 

2-1. 櫻山商店街の概要 

櫻山商店街は櫻山神社、亀ヶ池、鶴ヶ池に囲まれる盛岡城

跡公園区域内にあり、東大通商店街、櫻山横丁などと呼ばれ

ている(図-1)。この地区は盛岡城址の史跡区域に含まれて

おり、基本的には建替えのできない商店街である。周辺は県

庁、市役所、合同庁舎の集まる官庁街になっている。 

岩手県引揚者更生連盟によって昭和21年6月に盛岡更生

市場が開設され、引揚者による商売が始まり、同年8月に櫻

山神社の境内にバラックの並ぶ市場が開設された 11)。その

後、櫻山神社境内を通る都市計画道路「中ノ橋大通線」が昭

和28年に完成し、その北側で現在の櫻山商店街が始まった。 

2-2. 商店街の店舗概要 

 櫻山商店街の店舗は全部で80店舗(うち５つは事務所)で

ある(表-2)。75店舗のうち飲食店が45店舗と一番多く、次

いで靴、生花、レコード、雑貨などの小売業が8店舗、理容

美容サービス業が 5店舗となっている(図-2)。2009年の調

査時点で営業していた店舗が 103 店舗あったことから、10

年間で23店舗が閉店している(4)。 

 

3章 2009年の櫻山商店街の店舗概要 

3-1. 2009年の経営者の年齢層 

経営者の年齢層(図-3)をみると30～60代がほぼ均等に分

布している。新規経営者が 44 人、既存経営者が 42 人であ

り、新規店舗と既存店舗がほぼ同数であった。新規経営者の

中では若い新規経営者が 19 人、中高年新規経営者が 25 人

であった。一方、既存経営者は若い経営者が5人、中高年経

営者が 37 人となっており、ほぼ中高年の経営者であった。

2009 年時点では新規出店が多く、若い新規経営者も多く出

店していることがわかる。 

3-2. 2009年の業種 

 業種別店舗数を図-4 に示す。飲食サービス業が大半を占

めていることがわかる。その次に雑貨などの小売業(その

他)、小売業(織物・衣服)の順に多い。既存店舗経営者、中

高年新規経営者、若い新規経営者の全てで飲食サービス業

の多いことがわかる。 

3-3. 2009年までの出店理由 

各経営者の出店理由(5)を図-5～図-7に示す。新規経営者で

は「町並み・景観が良い」が一番多かった。若い新規経営者

では「家賃が安い」、「出店中の知人からの紹介」(図-5)も理

由として挙げられ、中高年新規経営者では「土地の広さがち

ょうど良い」、「家賃が安い」(図-6)が理由として挙げられて

いる。一方、既存店舗経営者は「官公庁が近い」(図-7)が最

も多く、次いで「町並み・景観が良い」、「交通量が多い」と

なっている。 

新規経営者は「町並み・景観」を最も重視し、「家賃」、「知

人がいること」、すなわち出店への金銭的負担の低さと心理

的な安心感を重視していた。一方、既存店舗経営者は「官公

庁の近さ」、「交通量」を重視しており、人通りの良さを重視

していたことがわかった。 

 

表-1 新規経営者の定義 

2009年 
2004年から2009年
までの出店者 

2020年 2010年以降の出店者 
  

 

表-2 年代ごとの店舗数 
 2009年 2020年 

店舗 102 75 

事務所 1 5 

合計 103 80 
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図-1 中心市街地における櫻山商店街の位置 
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3-4. 2009年の客層 

 各店舗が答えた客層(複数選択)を図-8 に示す。7 割の店

舗が常連客と答えており、｢常連客と新規客が同等｣を含め

ると 9割を占めている。年齢層は 30代、40代、50代が多

く、大きな差がみられないことから、幅広い年代に利用され

ていたことがわかる。また、20代と30代も1/3を占めてお

り、若い世代も利用しやすい商店街であったといえる。 

 

4章 2020年の櫻山商店街と2009年との比較 

4-1. 2020年の経営者の年齢層 

2020 年の経営者の年齢を図-9 に示す。年齢層は 50 代が

多く、次に40代と60代となっている。新規経営者は24人、

既存店舗経営者が41人であった。新規経営者のうち若い新

規経営者が6人、中高年新規経営者が18人である。既存経

営者は若い経営者が5人、中高年経営者が36人である。 

2009 年に比べて 2020 年は新規店舗の数が少なくなって

いる。さらに、50代を中心として、20代、30代の新規経営

者が減っており、新規出店の減少がうかがえる。若い経営者

は 2009年の 24人に比べて 11人と半数以下になっている。 

4-2. 2020年の業種 

 2020 年の業種を図-10 に示す。飲食サービス業が 7 割程

度を占めている。飲食サービス業の既存店舗経営者が一番

多く、次いで飲食サービス業の中高年新規経営者、小売業

(その他)の既存店舗経営者の順になっている。 

2009年に比べて飲食サービス業の店舗数は減っているが、

全体としては飲食店商店街の占める割合が多くなっており、

2009 年以降の飲食店以外の店舗減少の影響がうかがえる。

また、飲食サービス業、小売業の若い新規経営者が減少して

いる。なお、飲食サービス業の店舗も2009年から2020年の

間に 23 店舗が閉店し、新たに 19 店舗が営業を開始してい

る。 

4-3. 2020年までの出店理由 

新規経営者の出店理由(5)を図-11、図-12に示す。若い新規

経営者の出店理由(図-11)で最も多いのは、「家賃が安い」で

あった。その次に多い項目は複数に分かれているが、共通す

るのは立地の良さといえる。中高年新規経営者の出店理由

(図-12)をみると、最も多いのは「町並み・景観が良い」で、

2 番目に「官公庁が近い」、「たまたま空いていた」が並び、

3番目に「土地の広さがちょうど良い」であった。中高年新

規経営者は町並み・景観を1番に重視し、次に「官公庁が近

い」といった立地条件、その次に「土地の広さ」の採算性を

重視していることが分かった。 

2009年に比べて2020年では、若い新規経営者は「家賃が

安い」を最も重視していることがわかる。2009 年に「家賃

が安い」と並んで重視されていた「町並み・景観が良い」は

他の項目と並んで2番目に重視されている。さらに2009年
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の若い新規経営者には少なかった「官公庁が近い」が 2020

年では2番目に重視されている。また、中高年新規経営者は

2009年には家賃、繁華街、交通量を重視していたのに対し、

2020年ではそれらを重視しなくなっている。 

一方で、2020年の新規経営者も2009年の新規経営者と同

じように｢町並み・景観｣を重視していることがわかる。 

したがって、現在でも櫻山商店街に出店する際には景観

と、店舗の広さや人通りを考慮した出店しやすさが重視さ

れていることがうかがえる。 

4-4. 現在の客層 

 現在の客層を図-13に示す。6割程度が常連客で3割程度

が常連客と新規客が同等と答えている。年齢層は40～60代

で大半を占めている。 

2009年は常連客の多い店舗が 7割だったのに対し、2020

年には6割に減っている。一方、常連客と新規客が同等の店

舗は2割から3割に増えていた。2009年よりも新規客が訪

れやすい商店街になっていることがうかがえる。また、20代

の割合が少なくなっていること、年齢を問わない店舗の増

加していることから客層の変化していることがわかる。 

 

5章 櫻山商店街に属する店舗の広報活動とその成果 

 経営者の利用している広報活動の更新頻度、利用目的、集

客効果について、更新頻度を「ほぼ毎日」から「1年に1回」

の 6 段階で評価を求めた。利用目的に関しては 7 項目から

選択を求め、集客効果については「効果あり」から「効果な

し」の5段階で評価を求めた。 

5-1. 各店舗が取り組む広報活動 

各店舗が取り組んでいる広報活動を図-14 に表す。75 店

舗のうち半数に近い30店舗がSNSでの広報活動を行ってい

ることがわかった。次に利用しているのは、HP、情報サイト

の順であった。 

SNSの内訳をみると、Facebookが23店舗と最も多く、次

にInstagramが21店舗、Twitterが12店舗の順になってい

る。SNS を複数利用している場合に 1 番多いのは Facebook

と Twitterと Instagramの 3つであった。２番目に多い組

み合わせはFacebookとInstagramの２つであった。 

5-2. 特定の広報活動を行う目的とSNSの特性 

 広報活動の目的を図-15に示す。全体的に「周辺に住む新

規客の呼び込み」、｢リピートを増やす｣が多くなっている。

また、｢常連客に対して連絡する｣も多く選択されている。一

方で、「観光客を呼び込む」は最も少なかった。 

したがって、櫻山商店街では観光客よりも周辺住民やリ

ピート客を期待して情報発信を行っていることがわかる。 

次に、SNSごとの特性をみる。Facebook の広報活動の目

的は HP とほとんど同じであることから HP の代用として利

用されていることがうかがえる。また、TwitterとInstagram

は他の広報活動と比べて「広報の幅を広げるため」が多いが、
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図-11 若い新規経営者の出店理由(2020) 
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図-12 中高年新規経営者の出店理由(2020) 
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対象者が異なっている。Twitter は「常連客に対して連絡」

がInstagramよりも多いのに対し、Instagram は「リピート

を増やす」が多くなっている。つまり、Twitterは常連客に

情報を届けることを目的とし、Instagramは関心を高めて来

店を促すことを目的としていることがわかる。LINE につい

ては「リピートを増やす」、「常連客に対して連絡する」しか

選択されていないことから、公式情報を個人へ伝えること

を目的としていることがわかる。 

5-3. 更新頻度と集客効果の相関関係 

 広報活動の更新頻度、集客効果を図-16に示す。更新頻度

をみるとFacebook、Instagram、Twitterは「ほぼ毎日」、「週

に1回」が多い。一方で、HPや情報サイトは「半月に1回」、

「月に1回」が多かった。SNSは高頻度で更新していること

がわかる。このことから、SNS等は店舗経営者にとって利用

難易度が低く、更新にかかる負担も小さいことがうかがえ

る（7）。 

集客効果をみると、Facebook除く上位 4つのオンライン

上の広報活動については、約半数が「とても効果がある」、

「やや効果がある」と回答しており、経営者が集客効果を実

感していることがうかがえる。 

さらに、広報活動の更新頻度と集客効果の相関を分析し

たところ、HPと Instagramで有意であることが確認できた

(表-3)。また、Twitter や地域情報紙は無相関に近かった。

この結果から、HPと Instagramは更新頻度が高いほど集客

効果を実感していることがうかがえる。 

 

6章 オンライン上の広報活動への影響要因 

6-1. 店舗の立地 

 経営者の年齢、出店西暦、オンライン上の広報活動数を

出店場所に記した(図-18～図-20)。 

図-18より、神社へ続く中央の道路沿いと、西へ伸びて

いる道路沿いに 70 代以上の経営者の多いことがわかる。

一方、若い経営者は東西に伸びている道路沿いと、東側に

多いことがわかる。また、 図-19より、神社へ続く中央

の道路沿いと西側の店舗で2000年以前に出店した店舗が

多く、東側に2006年以降に出店した店舗の多いことが分

かる。オンライン上の広報活動数(図-20)では、神社へ続

く中央の道路沿いには広報活動を実施している店舗の少

ないことがわかる。 

表-3 更新頻度と集客効果 

広報活動 R値 相関 
有意 

水準 

Line 0.612 ○   

HP 0.611 ○ ＊＊ 

Instagram 0.564 ○ ＊＊ 

情報サイト 0.290    

Facebook 0.229    

地域情報紙 0.174    

ブログ 0.065    

Twitter 0.000    

その他 -0.354     

 

表-4 3項目の相関関係 

  R値 相関 
有意 

水準 

年齢×出店年 0.553 ○ ＊＊ 

年齢×オンラ

イン上の広報

活動数 

0.535 ○ ＊＊ 

出店年×オン

ライン上の広

報活動数 

0.280   ＊ 

 

 

図-20 場所ごとのオンライン上の広報活動数 

図-18 場所ごとの経営者の年齢 

図-19 場所ごとの出店西暦 
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以上より、商店街全体をみると神社に続く道路沿いの

店舗は2000年以前に出店し、オンライン上の広報活動を

実施しておらず、70代以上の経営者の店舗が多いことが

分かった。高齢者は SNS 等に不慣れであることが一般的

に指摘されているように、商店街でもオンライン上の広

報活動を利用していないことがうかがえる。一方、東側の

経営者の年齢層は幅広く、近年出店した店舗も多い。さら

に、東西に伸びる道路沿いにはオンライン上の広報活動

を実施していない店舗も多くみられることがわかった。 

6-2. 広報活動と年齢、出店時期の関係 

 オンライン上の広報活動、年齢、出店した西暦の3項目に

ついてそれぞれ相関を求めたところ表-4 に示すように有意

であることを確認できた。年齢が若いほど出店年が新しく、

オンライン上の広報活動を行っていることを示している。

また、最近の出店ほどオンライン上の広報活動数が多いこ

とを示している。 

6-3. オンライン上の広報活動による客層の変化 

2009年から現在まで営業している店舗は 35店舗であり、

その中でオンライン上の広報活動を行っている店舗は19店

舗あった(表-5)。2009 年と現在の客層を比較すると全般的

に減少している(６)が、客層の年齢層の増えた店舗は8店舗、

職種の増えた店舗は 5 店舗であった。それらの店舗では

Facebook、HP の利用が多く見られる。したがって、オンラ

イン上の広報活動を行うことによって客層の拡大を実現し

ていることがうかがえる。 

 

7章 おわりに 

 本研究は、盛岡市櫻山商店街を対象として、2009年と2020

年に店舗経営者に行ったアンケート調査結果比較、分析し、

約10年間の形態変化とオンライン上の広報活動の取り組み

として以下の点を明らかにした。 

1) 2009年には店舗経営者の年齢分布は30代から60代が

均等に広がっていたのに対し、約10年間で新規出店経営者

が減り、2020年には店舗経営者の年齢分布は50代を頂点と

している。また、2009 年は若い経営者が多かったが、2020

年は若い経営者が少なくなっている。全体として経営者の

年齢が上がっていくと予想されることから、今後の若い世

代の出店が期待される。 

2)新規出店者の出店理由では、2020 年の新規経営者も

2009 年の新規経営者と同じように景観を重視している。ま

た、2009年よりも2020年の新規経営者の方が櫻山商店街の

立地の良さを重視しており、景観と立地の良さを備えた商

店街であるといえる。 

3)2009 年の調査では 30～50 代を中心とした客層であっ

たが、2020年の調査では客層を問わなくなっている。 

4)オンライン上の広報活動では約半数の店舗で SNS を利

用している。2000 年以前から出店し、高齢者の経営する店

舗ではSNSを利用していないが、若い経営者、または最近出

店した経営者はSNSを効果的に利用している。 

5)HPと Instagramは更新頻度が高いほど集客効果が現れ

やすいと認識されている。また、オンライン上の広報活動は

新規客よりも周辺住民やリピート客を期待している。オン

ライン上の広報活動により客層の拡大と集客を期待できる。 

 盛岡市の人口は2009年から2020年の間に約6000人減少

している。この間に多くの地方都市と同様に高齢人口の増

加と若年人口の減少が進んでいる。加えて、中心市街地にあ

った中央消防署などの公共施設や大学が移転しており、中

心市街地の空洞化が進んでいることがうかがえる。そのよ

うな周辺環境の変化の中、戦後バラック市を発祥とする櫻

山商店街は小規模面積で建て替えも出来ない状況で多くの

店舗が営業を続けている。したがって、周辺環境が良い場合、

各店舗が情報通信技術を上手く利用し、変動の大きい観光

客よりも地域住民を中心としたリピート客の確保を目指す

ことで地方都市の商店街でも情報社会に対応した店舗形態

の変化が可能であると考えられる。 

本研究では、櫻山商店街の店舗経営者のオンライン上の

広報活動の種類や利用目的、更新頻度について明らかにし

た。しかし、SNSの普及による影響をみるためには、SNSの

使い方の分析や広報活動の種類ごとの特性比較、情報発信

にかかる労力と費用等を明らかにすることが求められる。 
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表-5 オンライン上の広報活動による客層の変化 

 
注．客層が増加した場合は△、減少した場合は▼とした 
表中では以下の語を略称で表記している 

学…学生、会…会社員、公…公務員、自…自営業、観…観光客、 
周…周辺地域の住民、不…不問、H…ホームページ、F…Facebook 
L…Line、T…Twitter、I…Instagram、ブ…ブログ、情…情報サイト 

徒…徒歩マップ 

店舗 年齢
職種 方法

学 会 公 自 観 周不 H F L T I ブ 情 徒

A △ ○ ○ ○

B ▼ ▼ ▼ ▼ ▼△ ○

C △(20代) ○ ○ ○ ○

D ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ○

E ○ ○ ○ ○ ○

F △(30~60代) ▼ ▼ ○ ○ ○ ○

G ○ ○

H △(30~50代) △ △ ○ ○

I ▼(30~60代) ○ ○

J △(60代) ▼ ▼ ▼ ▼△ ○ ○ ○

K ▼ ▼ ▼ ▼ ○ ○ ○ ○

L △(20~50代) △ △ △ △ ○ ○ ○ ○

M ▼ ▼ ▼ ○ ○ ○

N ▼(60代) △ △ ○ ○

O △(20~60代) ▼ △ ○

P △(30~60代) △ △ △ ○

Q ▼ △ ○

R ▼(30,40代) ▼ △ ○ ○

S △(20~60代) △ △ ○ ○ ○ ○
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注釈 

(1)スマートォンの普及により屋外での情報発信、情報取得が容易

になった。また、近年で支払いの際にスマートフォンを用いた決 

済が可能な商店が増えてきている。 

(2)ここでい「モノ」とは商品の購入を指し、「コト」とはアクティ

ビティやイベントなどの体験や経験を指している。スマートフ

ォンの普及によりネットを介した商品の購入や体験、経験の機

会が一般化してきている。 

(3)例えば、店街活動 4)や商店街の景観 5)､商店街への愛着 6)を扱っ

た研究が報告されている 

(4)複数店舗火災により焼失している。 

(5)櫻山商街の経営者に現在の場所に出店した理由をアンケート調

査した回答方法は選択項目の13項目の中から３つ選んでもらい、

その中で特に重視する項目に 1位から 3位までの優先順位をつ

けてもらった。 

(6)2020 は新型コロナウィルス感染症が拡大しており、その影響を

受けていることがうかがえる。 

(7)各店舗の HPを確認したところ、全般的に HPの更新頻度が少な

いことから、HP の更新は店舗経営者にとって難易度が高いとい

える。 
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